予算要求資料
平成26年度当初予算　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：県民生活行政費
	事業名　地域の課題解決応援事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　 　　　　　環境生活部　環境生活政策課　地域安全室　地域コミュニティ係　
電話番号：058-272-1111（内2393）　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp 

	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらに
　お寄せください）　

　環境生活部 環境生活政策課　地域コミュニティ室　コミュニティ・生涯学習係

　電話番号：058-272-1111（内2395 ）　　E-mail：c11260@pref.gifu.lg.jp


　　　　　　　　　　　　　　　
１　事業費　　1,958千円（前年度予算額：1,500千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	1,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,500

	要求額
	1,958
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,958

	決定額
	1,958
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,958


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　・地域の支え合い・助け合い活動に関する実態調査から、地域課題が複雑・多様化している現状や、地域の課題解決に取り組む主体の地域コミュニティが弱体化している実態が明らかになった。
　　・地域の課題解決に取り組む団体を、専門的及び広域的に支援する必要がある。
（２）事業内容
【支援スキーム】
　　１　支援を希望する県内の団体（地域）を公募

　　２　地域課題の現状や団体（地域）の取り組み状況等に応じて、支援内容を調整
　　①地域の課題解決専門家派遣事業

　　「アドバイザー派遣等」

　　　　　大学等の専門家や、地域の課題解決に取り組む実績を有する先進活動団体等　のスタッフをアドバイザーとして派遣

　　　「コーディネーター（コミュニティ診断士等）派遣」

　　　　　地域課題を話し合うワークショップの開催・運営を支援

　　　②視察交流学び合い事業
　　　　地域団体を対象に相互に取り組みを視察したり、意見交換会及び勉強会等を開

　　　催することにより、互いに学び合える機会を提供
（３）県負担・補助率の考え方

　　　地域コミュニティの再生・活性化を図るための人材育成や専門的・広域的な支援であり、県負担は妥当。
（４）類似事業の有無
　　　有【類似事業】地域の魅力向上応援事業（観光課）
　　　　　当該事業は自立と連携によるまちづくりを応援するため、オーダーメイド型の 

        支援を行うものであるが、地域活動団体に対する直接的な支援ではなく、市町村 

        と連携して進めるまちづくり推進活動に対して支援するものである。
　       また、支援内容も当該事業は市町村との連携で地域資源の活用、まちづくりに

       特化したアドバイザーやチーム派遣であることに対し、本事業はまちづくり以外

       の県民生活に密着した様々な県施策の課題に対応するため、アドバイザー等の派  

       遣のみならず、先進活動団体の取組を視察する機会を提供する広域的支援も含む。

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	518
	講師等　謝金

	旅費
	384
	講師等及び職員　旅費

	需用費
	296
	消耗品費（事務用品・資料）、講師等飲料、印刷製本費

	役務費
	188
	連絡調整費、郵送代

	使用料
	572
	貸切バス借上料

	合計
	1,958
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　岐阜県長期構想
　　　Ｖ－２　多様なつながりを持ち、地域を支える力を持った人を育てる

（２）後年度の財政負担
　　　５年を目途に事業の継続等について必要な検討を実施
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
地域の課題が複雑・多様化する中、専門的な助言など、地域の課題解決に向けて取り組もうとする団体（地域）が必要とする支援を行い、主体的な地域の課題解決能力の向上や活動を通じた団体（地域）・住民の絆づくりを促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	支援団体（地域）数

(累計)
	0団体
（H23）
	4団体
（H24）
	6団体
（H25）
	10団体
（H25）
	20団体
（H27）
	50.0％

	
	
	
	
	
	
	


○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　支援団体（地域）の支援内容（主なもの）

　・北方町西小学校区（地域子育てサポートチーム派遣）8月23日～

・各務原市社会福祉協議会八木山連合支部（アドバイザー派遣）6月16日 ・垂井町東地区まちづくり協議会（アドバイザー・コーディネーター派遣）10月20日
 ・中津川市山口地域づくり協議会にぎわいづくり部会（アドバイザー派遣）12月1日


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　北方町西小学校区への地域子育てサポートチームの派遣では、チーム員から専門的助言や情報提供等を行い、地域住民による子育てボランティアの育成や短時間託児の実施に向けた取組などの地域による子育て支援体制づくり、地域支え合いセンターを拠点とした高齢者や子育て世代などが互いに支え合う多世代交流機能の拡充など、サポートチームによる専門的な支援を行うことにより、地域ぐるみの子育て支援等体制づくりが着実に進んでいる。

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　近年、地域の課題が多様化・複雑化しており、地域住民の力だけでは解決できない課題が顕在化している。このため、県が専門性・広域性を活かしながら、地域の課題解決に向けた取り組みを進める団体（地域）に対し、アドバイザー等を派遣し、専門的な支援や先進地域との交流等による支援を行うことは妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県内各地において、地域の課題解決に向けた住民の主体的な取り組みの普及・拡大を図っていくためには、これから取り組みを始めようとしている地域に対し、住民が地域の課題を共有し、課題解決に向けた活動の立ち上げ・初期段階の支援を行う必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　地域いきいきサポート事業（現行制度）では、サポートチーム、アドバイザーの派遣等を行っているが、上記の課題を踏まえ、住民が地域の課題やその解決方策について話し合うワークショップの開催等を支援するコーディネーターを派遣したり、地域団体を対象に相互に取組を視察し、学び合える機会を提供する。


